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1は じめ に
日本 において平成12年3月 に ようや く,地 方 自治体会計 の統一 的な会計方 針 とも言 える 「地
方公共 団体 の総合 的財 政分析 に関す る調 査報告書 」が 自治省 によって明 らか になった。 しか し
フランスで は この分野 にお ける統一 的な会計制 度の法的整備 が着 々 と進 め られ て きた。 現在地
方 自治体 に関す る法律 は,1996年2月21日 の地 方 自治体 に関 す る一 般法 典(Codegenerades
collectivit6sterritoriales)に 一元 化 され,こ れ に先 ん じて 出 され て いた各種 の会計 指令 は,
1997年1月1日 に始 まる新 年度 の予 算 ・会計書類 よ り実施 に移 された。
各種 の会計指令 とは,市 ・町 ・村 に対 してはM14,県 や地 方に対 してはM51,住 宅 公団 に対
(1)
してはM31とM32,そ の他 の商業や産業 を目的 とした公社 に はM4と 呼 ばれ る もので ある。M14
とは,市 ・町 ・村 の会計基 準 としてそれ以前 の会計指令M11とM12を 引 き継 ぐもので ある。県
や地 方の会計 に関 して もこのM14が 適用 され る予定 であ り,そ れ に伴 い県 と地方 に対 す る会計
(2)
基準 として,そ れ ぞれM52とM72がM51を 引 き継 ぐ予定 となって いる。本稿 では フランスにお
ける地 方 自治体 の会計基 準の代表 として このM14を 取 り上 げ,そ の会計制 度 の現状 を探 ろうと
した。 また 同時 に ここで とりあげ るフラ ンスの改革 が,日 本 の地方 自治体 会計 の整備 に何 らか
の形 で貢献 で きる と考 えて いる。
M14の 特 色 は,地 方 自治 体 の会 計 基 準 を1982年 に改 訂 さ れ た プ ラ ン ・コ ンタ ブル(Plan
comptablegenera:)に 近づ け,一 般企業 の会計基準 との調和化 を図 った こ とにあ る。それ は形
式 的 には予算 ・会計項 目にノマ ンクラチ ュール(nomenclature)と 呼 ばれ るコー ド番号付 けを行
(3)
い,プ ラ ン ・コンタブルの資産 ・負債 ・費 用 ・収益項 目な どの番号表 示 と統一 を図 った点であ
(1)J-R.Sulzer,Comptabilit6descollectivit6slocales,aBColasse,Eη6:yoloヵ64飽 ゴθ
60η ψ'αろf姥,60η 〃δ1θ4εg8s'ゴoη ♂audio,Economica2000,p,232
(2)Zろ ゴor.,p.239
(3)プ ラ ン ・ コ ン タ ブ ル の ノ マ ン ク ラ チ ュ ー ル に つ い て はConseilNationaldeComptabilit6,
P伽60〃zo励1θgeneral1982,pp.247-251。 を 参 考 に さ れ た い 。
150『 明大商学論叢』第83巻 第1号(150)
(4)
る。 しかし最 も重要な点は,減 価償却 ・引当金 ・歳出歳入の見越 と繰延 ・繰延資産 といった企
業会計における基本的な概念 を導入 し,予 算会計の現金主義会計の弊害を補おうとしたことで
ある。つまりM14の 導入によりフランスの地方自治体では,公 務員にコス トという概念とコス
ト管理 という思想が定着することを期待 したのである。
IIフ ランスの地方自治体会計制度の特徴 と会計指令M14の 基本的概念
1.フ ランスの地方自治体会計制度の特色
まず地方 自治体会計制度の特色 と言 うより,フ ランスの公会計制度全体 の特色 としてあげら
れるのが,支 払命令者(ordonnateur)と 支払執行者である会計官(comptable)の 職能分離であろ
う。市長な どの支払命令者が,会 計官の手 を経ず に支払いの執行 を行 うことは,不 法の管理
(5)
(gestiondefait)と 呼ばれ,一 部の例外 を除いて禁止 されている。 このため,フ ランスの公会
計 においては支払命令者の勘定 と会計官の勘定が並列することになる。そ して前者は行政部門
勘定(compteadministratif),後 者は管理部門勘定(comptedegestion)と 呼ばれる。各地方自
治体 において,前 年度に支払命令者が作成 した行政部門勘定の決算報告書が議会 に提出され,
次年度の6月30日 までに承認されなければならない。この際に会計官が作成 した管理部門勘定の
決算報告書 と一致していることが確認される。なお会計官は地方公務員ではなく,国 庫中央会
計局(agentcomptablecentralduTr6sor)直属の国家公務員である。
次 に地方自治体の会計では,歳 出 と歳入は二つの部門に分類されて計上 される。一つは経常
的な歳出や歳入 を計上す る運営部門(sectiondefonctionnement)で あ り,もう一つは非経常的
な歳出や歳入を計上する投資部門(sectiond'investissement)で ある。例えば自治体がボイラー
を購入 した時は投資部門に計上されるが,そ の燃料の購入 は運営部門に計上 され る。つまり投
資部門には固定資産な ど1年 以上の長期に渡 る取引が計上 され,消 耗品や人件費などは運営部
門に計上 されることになる。
また地方税収入 は運営部門に計上 されなければならない。 これには次のような狙いがあると
⑥
考えられ る。例 えば市役所が無駄な人員の増加を した場合,運 営部門の収支 を見ることでその
埋め合わせが増税 につながることが一 目瞭然 となるからである。 さらに公債発行などの借 り入
れによる歳入は耐久財の購入 に限 られ,全 て投資部門に計上されなければならない。 これは,
人件費 などの経常的歳出が借入金によってまかなわれ,雪 だるま式に増加することを防 ぐため
である。
(4)ノ マ ン ク ラ チ ュー ル の 詳 細 に つ い て はP.Laurent,J-P.Paraboschi,etG.Puyo,LaM
14,2eeditionEditionsSorman1995,pp262-280.を参 考 に さ れ た い 。 こ の 分 類 に つ い て大 筋 は
M14以 前 に 示 され た ノ マ ン ク ラ チ ュ ー ル とほ ぼ同 じ で あ る の で,日 本 訳 と して は 小 関 誠 三 稿 「フ ラ
ン ス の 公 会 計 の 基 本 構 造 と問 題 点 」吉 田 寛 ・原 田富 士 雄 編 『公 会 計 の 基 本 問 題 』1989森 山 書 店158
-159頁 を参 照 され た い
。
(5)加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス に お け る 公 監 査 の 展 開 」会 計 第150巻 第5号(1996年11月)107頁
(6)J-R.Sulzer,op.6髭.,p.235.
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以上のような形で歳出と歳入を計上すると,一 般に運営部門の収支には余剰が生 じ投資部門
の収支 は欠損が生 じることになる。運営部門の余剰は補填的振替(virementcolnp16mentaire)
と呼ばれ,投 資部門の欠損を補填するために運営部門から振替 えられ る。 こうして運営部門 と
投資部門の収支の均衡が図 られるのである。 フランスの地方自治体の会計制度における均衡の
原則(r6gledel'6quilibre)と は この こ とを指 す。そ のた め 地 方 自治体 の予 算 案(budget
primitif)は,必 ず この条件を満たした上で議会に提出されなければならない。 また運営部門か
ら投資部門に振替 えられる余剰は,自 己金融(autofinancement)と 呼ばれ,投 資的歳出をどれだ
け自己財源である税収によってまかなっているかを表 している。これ を図示すると下の図1の
⑦
ようになる。
図1地 方自治体における運営部門と投資部門の収支の均衡
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均衡予算 とは一般に借入金に頼 らない予算 を指すが,フ ランスの地方自治体の会計では赤字
財政で借入金 に頼っていても,運 営部門 と投資部門の収支が全体 として均衡 していれば,均 衡
予算になることに留意すべきである。赤字財政 と均衡予算の概念に関 しては,フ ランスにおけ
る国の会計の方がよほどわかりやすい。歳出 と歳入 を比較 して両者が均衡 していれば均衡予算
であ り,も し歳入が不足すれば赤字財政 とな り不足分を借入で補填す るというように図式が単
純だか らである。地方自治体が均衡予算の原則を遵守 していない予算 を採択 した場合には,県
知事(pr6fet)に よる地域会計検査院(chambrer6gionaledescomptes)へ の提訴(saisine)が 行
(8}
われる。 このような例 は1997年 に187件 あり,地 域会計検査院が意見を付 したものだけで も295
(9)
件あった。 また前年度に支払命令者が作成 した行政勘定の決算報告書 において重要な欠損が生
(10;
じている場合 にも県知事による地域会計検査院への提訴が行われる。 このような例 は1997年 に
⑪
154件 あ り,地 域会計検査院が意見 を付した ものだけでも161件 あった。
(7)J-R.Sulzer,oヵ.CZ7.,p.234.
⑧ 加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス に お け る地 方 自 治 体 監 査 」 日本 監 査 研 究 学 会 地 方 自治 体 監 査 研 究 部 会 編
『地 方 自治 体 監 査 』1991年 第 一 法 規210頁
(9)J-L.Boeuf,Lescontr61esdescollectivit6stεrritoriales,6α加6γsプ1γ π`αガs,No
293(octobre-d6cembre1999),p.74.
qo)加 藤 達 彦 稿 「フ ラ ン ス に お け る地 方 自 治 体 監 査 」 同 上211頁
(11)J-L.Boeuf,op.6髭.,P.75.
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最後 に指摘 しておかなければならない点は,運 営部門 と投資部門の計算書 をそれぞれ企業会
計における損益計算書 と貸借対照表に喩えようとして も,次 のような問題が生 じてしまうこと
である。例 えば地方自治体が固定資産 を取得 した時は投資部門の歳出として計上 され るが,そ
の資産 を売却 した場合 には同じ投資部門の歳入 として計上 されてしまうことである。いずれに
しても地方自治体の会計については貸借対照表は作成されることはない。
2.プ ラン ・コンタブル とM14
上記のようにフランスの地方自治体会計には独特な構造がある。それを考慮 しながら,地 方
自治体 の財政状況 をより忠実に描 きだそうとするために,企 業会計 を対象 としたプラン ・コン
タブルの思想が注入 された。その思想が地方自治体 の会計指令であるM14に どの ように反映さ
U2)
れているか基本的な点を次 にまとめてみた。
①情報開示
地方自治体の財政に関する文書 を利用す る様々な人に対 して提供 される情報は,理 解をする
のに量的にも質的にも十分であることを考慮すべきである。その意味で市長 などの支払命令者
が作成 した決算報告書や予算案だけでは不十分である。 それが現在決算報告書に添付 され る付
属明細表(annexes)で ある。
② ゴーイング ・コンサー ン(continuit6del'exploitation)
地方自治体の資産の評価 は,清 算価値で行 うのではな くゴーイング ・コンサーンを前提 とし
た ものであるべきである。例えば学生食堂やプールの閉鎖または葬祭業務の廃止などの場合,
そのコス トは期末に把握 された もので記録 され,万 が一 コス トが増加する恐れが あれば引当金
を計上する。 コス トの評価 は譲渡可能であればその価格 を差 し引き,閉 鎖や業務廃止に伴 う余
分 なコス トは上乗せされるべ きである。同様の評価基準が,業 務 を他の管轄機関 に委譲 した り
業務形態の変更 した場合 にも適用され る。 このような支出は,特 別損失な どとして他の支出 と
明確に区別されて記録 され付属明細表に注記され るべきである。
③継続性の原則
一度採用された会計処理方法は,比 較可能性の維持などのために継続的に用いられなければ
な らない。 しか しコンピュータのソフ トウエアなどのように,近 年著 しく陳腐化が早 まってい
るものもある。 ソフ トウエアは,以 前 は4年 で減価償却されていたものがM14で は2年 という
ように変わった。 このような場合償却年数の変更 は,自 治体の財政状況に関する情報や写像を
改善するもの として当然であるが,決 算報告書の付属明細表にその理 由や金額的影響 を注記す
べ きである。
④会計期間の独立性
支出 と収入は,実 際の支払 日や受取 日に関係無 く,そ れが予定 されていた年度に帰属する。
これは従来か らある予算の年次性の原則(principedel'annualit6)と 密接な関係 を持たせた も
(12>P.Laurent,J-PParaboschi,etG.Puyo,op.C21.,pp.28-31.
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のである。
⑤歴史的原価の原則
資産は,そ の取得 日に取得原価で評価 され計上され る。これは,地 方自治体の規模や地理的
位置に関係無 く,共 通の資産評価の基準 を作ることを目的 としている。現在地方自治体の資産
や減価償却 に関する情報の明細 は,会 計官の もとに収められるようになってお り,す でに会計
指令M11やM12が この点の整備 に重要な貢献をしている。
⑥保守主義の原則
保守主義の原則は,公 的資源が誠実で適切な意図の もとに使われたか という納税者の利害を
保護するための ものである。 この原則は,未 実現収益の計上の禁止,資 産減損の計上,予 知さ
れるリスクや損失の蓋然性の考慮 という三点 を鍵 とする。例えば自治体に対する訴訟の敗訴が
濃厚 な場合,そ の会計期間の終了までに予想される損失 を,原 告の請求額や判例か ら推測され
る賠償額 を参考にして計上すべきというものである。すでにM11とM12で この原則は適用され,
資産減損引当金(provisionpourdepreciationd'elementd'actif)および リスク ・損失性引当
金(provisionpourrisquesetcharges)の 計上が求められている。そのためM14で は,そ の再
確認 と二つの特定引当金の義務付 けが新味 と言 えるに留 まっている。
⑦取引の相殺禁止の原則
取引の相殺禁止の原則 とは,別 々の取引か ら生 じた債権 と債務 または費用と収益を相殺した
形で計上するこζを禁 じたものである。 この原則 は,従 来か らある予算原則である包括性の原
(13}
則(universalit壱debudget)と 一致 す るもので あ り,そ の適用 には 自治体 側 に も十 分 な受容性
があ る と考 えられ る。
III会 計指令M14に よるフランスの地方自治体会計制度の進化
1.減 価償却
(1)償 却対象 と耐用年数
M14は,人 口3,500人 以上の全ての市 ・町 ・村に対 して各地方自治体が1996年1月1日 以降に
購入 した,減 価が確実で買い換 え可能な資産ついて定額法による減価償却 を義務付けている。
それは次のようなものである。
①採掘権 ・特許権 ・ライセンス ・商標などの無形固定資産
②鉄道 ・道路 ・上下水道を除いた営利目的の設備や施設
③芸術作品や収集品および土地 ・建物以外の不動産
なお当然のことであるが,上 の資産に属するもので も,1996年1月1日 以前に購入 したもの
については減価償却 を行う必要はない。 また償却資産を年度の途中で売却 した場合,減 価償却
額は月割 り計上ではな く年度末 まで保有 していたもの として計算される。一般に鉄道 ・道路 ・
(13)J.Bourdin,五 θ∫.finances60御 初 π%1θs,2%ditionEconomica1995,pp.31-32.
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上下水道は取替資産 と見なされるが,こ こでは減価償却は行わず補修 によって維持される資産
とみな し修繕引当金を計上する。
減価償却方法は定額法であるが,残 存価格は0と なる。耐用年数については,M14が その 目安
を示 しているが,自 治体の事情に応 じて議会で定 めることができる。耐用年数の変更 も正当な
理由があれば認められる。ただ し一度採用 した耐用年数 は購入資産の減価償却が終了するまで
は維持 されなければならない。M14が 示 している耐用年数の目安のお もなものをあげると,コ
ンピュータ ・ソフトウエア2年,普 通車両5.10年,大 型車両4～8年,調 度品 ・備品10～15年,
事務用電気 ・電子機器5～15年,情 報機i器2～4年,金 庫20～30年,暖 房設備10～20年,エ レベー
ター20～30年,実 験設備5～10年,整 備工場・工房10～15年,厨 房設備10～15年,ス ポーツ施設
10～15年,栽 培植物15～20年,間 取 りや配電 ・配管工事15～20年 などである。 この耐用年数の
目安を見 ると,自 治体に比較的幅広い範囲の中で最小限 と最大限を選択させるという配慮がみ
られる。
(2)記 帳方法
・996年・月 旧 に・ンピ・一夕を・・,… フランで購入したとすると次のようなイ士訳が行わ謂 。
(借)2173事 務用情報機器10,000(貸)515国庫10,000
支払命令者 は,10,000フ ランで購入 したコンピュータを 「2173事務用情報機器」の科 目名 で
行政部門勘定 における投資部門の借方に歳出として計上する。 それ と同時 に同額を会計官 は
「515国庫」の貸方に計上する。 これが,フ ランスに特有 な支払命令者の作成する行政部門勘定
と会計官の作成する管理部門勘定の並置である。支払命令者の行政部門勘定 と会計官の管理部
門勘定は借方 と貸方が常に逆 に記帳 される.ため,相 互 けん制の役割 を持っている。 また国庫勘
定は最終的に中央に集計されるので,貸 方残高として計上された各 自治体の余裕資金 は強制的
に国庫に拠出されることになる。 これが,フ ランスにおける地方財政の自由裁量に強い制約を
課 していることは否めない。
次 にこの購入 したコンピュータを耐用年数4年 残存価格0定 額法で減価償却を行 った とすると
(15)次
のような仕訳が行われる。
(借)28173減 価償却費2,500(貸)6811減 価償却引当金2 ,50f
これをうけて支払命令者は,1997年 度の予算計上のために,行 政部門勘定における運営部門
の借方に 「28173減価償却費」2,500フ ランを歳出 として計上 し,同 時に投資部門の貸方に「6811
減価償却引当金」を同額計上する。
(3)導 入された減価償却 における問題点
　M14
による地方自治体会計における減価償却の導入には幾つかの問題点がある。第一に建物・
道路 ・鉄道 という自治体資産の大部分 を占める資産 に対 して,減 価償却が排除されたことであ
(14)P.Laurent,」一P.Paraboschi,etG.Puyo,op.6ガ'.,p.99.
(15)Z∂ ゴゴ,P,94
(16)Zδ ∫4,pp.88-9C.
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る。また1996年1月1日 以前 に購入 された資産についても減価償却は全て排除された。 これで
は,減 価償却によって自治体の真の財政状況を見極めることができるという歌 い文句が死んで
しまうという批判である。第二にそのまま条文 どお りに義務付けられた減価償却を行 うと,大
増税が避けられない自治体に対 しては,前年度の直接税収入の2%を 超 える部分 について減価償
却の繰延が認 められている。 これが机上の空論であることは明 らかである。減価償却不足分を
繰延べた場合,将 来 に対する負担は益々重た くなる。現在 自己財源に余裕がな く一部の減価償
却を繰延べた自治体が,将 来 に通常の減価償却に加えて繰延分を償却できるとはとても思えな
いか らである。たとえ可能であるとして も,運 営部門の歳出を劇的に削減する必要があるであ
ろう。
第三の問題点 として,減 価償却による自治体の自己金融の目減 りがあげられる。減価償却は
複式簿記の形で行政勘定の借方 ・貸方に二重記入の形で処理されるため,一 見予算全体 の均衡
には何の影響 もないように思われる。 しか し減価償却費 は運営部門の借方に歳出 として計上さ
れるため,運 営部門における余剰額である自己金融の額が減少 してしまう。仮 に自己金融額が
減価償却の額を補填できない場合には,自 治体 は増税 を余儀なくされる。たとえなんとか補填
できたとして も,自 治体に対する増税圧力は無視できない・ものがある。また減価償却費 の項目
は1997年 度の予算年度に始めて現れたものであ り,自 治体の中 ・長期における財政均衡 にどの
ような影響を及ぼすかはまだはっき りしない。 しか しその負担がかな り重 くのしかかることは
避けられないであろう。
q7}
この点に関 しては試験的に他に先がけてM14を 適用 したソー市の例が象徴的である。1994年
度に取得した資産に対 して1995年 度の予算に始めて計上 された減価償却費の合計額 は,運 営部
門の歳入の0.5%で 投資部門の歳出の0.9%と な り,自 己金融額のほぼ11%を 占めた。減価償却
費の金額的負担は単年度だけを見れば,そ れほど大 きなものではないが,中 期的な展望 に立つ
と無視できないものになる。1995年 度における償却資産の平均的耐用年数は7年 であ り,こ のま
ま推移すると2001年 度には減価償却の成熟期に到達する。年間投資額が1994年 度 と同じぐらい
で推移すると仮定 した時,売 却や廃棄される資産の償却分を差 し引いても,1995年 度予算にお
ける自己金融額の2/3に 達っしてしまうからである。
第四に公共的サー ビスの継続的提供 を目的とした機関に対 して減価償却 を義務づけることに,
いったいどのような利益があるのかとい う批判があげられる。地方自治体の資産は,そ の利用
が非営利 目的であるため,商 業的価値 よりむしろ公共サービスを提供する際における利用価値
を示 していなければならない。また企業が減価償却による税制優遇 を受けて,経 営方法や投資
政策および経営成績 の最適化をはかるようなことは地方自治体には無縁である。今回は減価償
却の対象か ら外れているが,学 校の校舎・公共建造物 ・道路の価値 を測定す ることにいったいど
れだけの価値があるのか疑問が付される。 またこれらの資産が十分満足できるような評価の対
(17)Zゐ ゴ4,P.89。
156『 明大商学論叢」第83巻 第1号(156)
象になるか も問題であろう。
ゆえに第五の問題 として償却資産の評価の問題が生 じることになる。地方自治体 には会計官
のもとに信頼で きる固定資産台帳のようなものが まだ存在せず,資 産の減価の見積 りや売却に
関する情報 も十分に把握できる状況になっていない。 また自治体の所有する資産は,特 殊性が
高 く多岐に渡っているため,通 常の評価基準 を適用することが困難である。 自治体の資産の大
部分 は公共の ものであり,譲 渡不能で評価基準を定めるのも不可能な性格 を持 ったものばか り
であるからである。
2.引 当金
(1)地 方自治体会計における一般的範疇
フランスの地方自治体会計 には,以 前の会計指令M11やM12に よ り,改 定プラン・コンタブル
にならった引当金の概念がすでに導入 されていた。それは資産減損引当金およびリスク ・損失
性引当金である。資産減損引当金には次の4つ の種類が考 えられる。第一に土地などの非償却
資産 に関する減損引当金である。地方 自治体の所有地が浸水 し,整 備不能で建物建設不能にな
った場合がそれに当たる。第二 に投資性有価証券 に関す る減損引当金である。地方 自治体が出
資 している官民共同出資企業(soci6t6d'6conomiemixtelocale)の 財政状況が窮乏 し,保 有株
式の評価損 を計上 しなければならない場合がそれ に当た る。第三に棚卸資産の評価損に関する
引当金である。第四 に使用料などの請求先の未払いや倒産 に対 して積み立てる貸倒引当金がそ
れに当たる。 リスク ・損失性引当金 とは,自 治体 に対す る訴訟が敗色濃厚な場合などに計上す
る引当金である。
(2)記 帳手続
次の例をもとに実際の記帳手続を検討 してみる。地方 自治体に対する行政訴訟が敗色濃厚な
ために,リ スク・損失性引当金 として100,000フ ランを計上 した とすると,そ の仕訳は次のよう
になる。
(借)6815リ スク・損失性引当金引当損100,000(貸)15リ スク・損失性引当金100,000
支払命令者は,行 政勘定の運営部門の借方に歳出 として 「6815リスク・損失性引当金引当損」
100,000フ ランを計上 し,投 資部門の貸方に 「15リスク・費用性引当金」を同額計上する。 この
訴訟の敗訴か勝訴が確定 した場合には次のような仕訳が行われる。
(借)15リ スク・損失性引当金100,000(貸)7815リ スク・損失性引当金戻入100,000
支払命令者は,行 政勘定の投資部門の借方に 「6815リスク・損失性引当金」100,000フ ランを
計上 してこの科 目を相殺 し,運 営部門の貸方に歳入 として 「15リスク・費用性引当金戻入」を同
額計上する。
引当金の計上 に関して も,減価償却 と同様 に複式簿記の形で行政勘定の借方・貸方に二重記入
の形で処理 され るため,一 見 自治体予算の均衡には中立のように思われる。 しか し引当損は減
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価償却費 と同様 に,運 営勘定の借方に歳出 として計上 されるため,自 己金融額を圧縮 し増税圧
力を形成する。すでにM11やM12で 導入 されなが らも,地 方 自治体は引当金の計上 に消極的で
o⑳
あった。それは自治体が偶発的で未実現な支出を計上するために,増 税 を行わなければならな
いととらえていることの現れである。特にフランスの地方自治体会計においては金科玉条 とし
て,権 利確定義務原則(principedesdroitscomstat6s)が あるか らなおさらであろう。 この原
qg)
則は半発生主義 とも呼ばれ,費 用の認識についてなお現金主義 と発生主義の中間にあることを
示 しているからである。
(3)M14に よる法定引当金 と任意引当金
M14で は債務保証 引当金(provisionpourgarantied'emprunaccord6)と公債償還繰延引
当 金(provisionpourdettefinanciさrefaisantl'objetd'undiff6歪deremboursemendu
capita1)の 計上が義務付けられ,そ の他の任意引当金 と区別されることになった。まず債務保証
引当金についてとりあげたい。地方 自治体が付属団体の債務に対 して保証や担保の差出を行 う
ことは認められている。その場合付属団体が債務 を支払 えないと,自 治体 自らに支払い義務が
生じる。 フランスでは幾つかの自治体で このことが現実化 し,予 算の均衡に重い負担となる損
失を生む結果 となった。惚 れを防 ぐために義務付 けられたのが この引当金である。引当金の計
上が義務付 けられたのは,人 口3,500人 以上の市・町 ・村であ り,そ れに満たない自治体 は議会
の議決によって定めることができるとした。なお引当金は,保 証 した債務の10%を 上限 として
毎年2.5%ず つ積み増す ことができる。
この引当金の計上については幾つかの例外が設 けられている。 まず引当金の計上は1996年1
月1日 以降の債務に対する保証 についてのみ適用 され,そ れ以前のものは全て免除された。ま
た自治体の社会政策に強 い制約 を課さないように,住 宅公団な ど居住 に関する付属機関が行っ
た債務の保証に対 しては引当金の計上を免除 した。さらに担保 に関 しては,付 属機関が債務の
担保 を差入れていない場合のみについて引当金を計上するもの とした。このような経過措置的
な除外規定は,予 算の運営部門の歳出が一時的に膨張し過ぎるのを防 ぐ目的がある。特に1996
年1月1日 以前 に行われた債務の保証に対 して引当金計上を免除 したことは,引 当金設定の効
果を分か りに くくし設定の意義その もののを大幅に下落させた。引当金の計上が免除された債
務が全てなくなるのに30年 はかかることを考えると,帳 簿上に記載されない自治体 の債務 リス
クを総合的に把握するという効果は当分期待薄である。
次に公債償還繰延引当金 について とりあげる。1982年 の地方分権法の成立以来,地 方自治体
は投資部門の歳出の調達方法や地方債の償還方法について自由に決定することができるように
なった。その結果特 に大規模 な地方自治体が,次 の二つの地方債 を利用するようになった。一
つは発行 した地方債の償還開始を一定の猶予期間だけ遅 らせ ることができるものであり,も う
一つは地方債の償還 を償還期限にまとめて行 うことができるものである。 この種の地方債の発
(18)Z∂∫ol,p.100.
qg>新 井清光著 「現代会計学 第五版」中央経済社2000年,156頁
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行によって,自 治体が予算均衡の条件 を満たし,財 政的余裕 をもって行政にあたっているかを
評価することが非常に困難になった。従来のような地方債の実際の年間償還額だけをもとにし
て,自 治体予算の均衡能力 を評価 することが不十分であることが白昼の光に曝されたのである。
一方 この方式の地方債を利用する自治体にとって大 きな利点があることは否定で きない。少
なくとも短期的には,自 治体予算の均衡が悪化することを一切気にせずに歳出計画 を進めるこ
とがで きるか らである。自治体 によっては,財 政状況の悪化か ら地方債の償還を大幅 に遅 らせ,
次の政権 にそのつけを負わす ということを平気でするものもあった。地方 自治体は,こ の形式
の地方債 を利用することによって一時的に予算の均衡 と自治体財政の透明性 を誇示できるが,
償還猶予が解けるととたんに償還能力がないことを露呈するという危険性があったのである。
これを是正するために適正な年間償還額を計算 し,償 還猶予期間にはそれに見合った引当金 を
積み立てることを義務付けたのである。公債償還繰延引当金は,減 価償却や債務保証引当金 と
異な り全ての規模の市 ・町 ・村に適用される。引当金の義務付 けは,自 治体の財政政策におけ
る裁量の余地を狭めた り,上 の形式の地方債を利用 している自治体 に実質的な罰則 を課す もの
ではない。大規模な地方 自治体によっては,償 還を期限ぎりぎりにまとめてすることで調達 コ
ス トできるだけ削減する方策 として用いているか らである。
M14で ば以上のように法定引当金 として保証債務引当金 と公債償還繰延引当金 を義務付 けた
が,M11やM12で 導入された資産減損引当金とリスク ・損失性引当金 も任意引当金 として認 め
ている。任意引当金の適用規定を作るのは議会の権限である。適用に当たってはこの種の引当
金が無秩序に増加しないように,財 政の透明性 と内在する財務 リスクの統制に貢献が大 きいか
どうか,引 当金設定が増税 に結びつ くことがないかどうかを十分に考慮する必要があるとされ
る。他 に先んじて実施実験に参加 したオルレアン市の場合,判 例に照らして敗色濃厚な訴訟 に
⑳
対 して リスク ・損失性引当金が設定されている。
3.歳 出歳入の繰延 と見越
費用収益の繰延 と見越 は,企 業会計においては当然のものであるが,フ ランスの地方自治体
会計 においてはM14に よって始めて導入 された。この会計処理は,人 口3,50C人 以上の全ての
市 ・町 ・村 に対 して1997度 の会計書類 に始めて登場した。 フランスでは地方自治体に限らず公
会計全体で,す でに述べたように半発生主義 と呼ばれ る権利義務確定原則が貫かれていたため,
⑳
歳出歳入の繰延 と見越 の導入は現場 においてもっとも混乱が大 きかった。企業会計 においては
費用の認識時点の問題は収益ほど重視 されないが,フ ランスの公会計においてはまった く逆で
あ り,歳 出の認識時点が非常に重要な論点 を形成する。
権利確定原則 によれば,納 入がされた時点で決済(1iquidation)が 行われたとして歳入が認識
される。支払命令者 はそれに対 して収入証書(titrederecette)を 発行 し正式な歳入 とされる。
新 しい会計指令 はこの歳入の認識時点を早 め,未 納入の ものについても期限が到来 していれば
(20;P.Laurent,J-P.Paraboschi,etG.Puyo,ox.6ガ'.,p.107.
(21)Zろ ゴ4,p.111
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当期の歳入に含めるとした。歳入の認識に関 しては地方 自治体が非営利機関であり,税 や証紙
が収入の大部分を占めることから企業会計 と異な り議論にされることは余 りない。
問題 は歳出の認識であ り論点 を整理 するために,公 会計の歳出について特有 の契約義務
⑳
(engagement)の 概念について述べる。'これには二つの考え方がある。一つは法律的契約義務
(engagementjuridique)で あ り,も う一つは会計的契約義務(engagementcomptable)で あ
る。前者は権利義務確定原則によって認識 されるものであり,例 えば支払命令者が必要な備品
を注文 した とすると,納 品を済 まし送 り状 を受取った時点で始めて認識 され る。 フランスの公
会計では納品が役務の完了(servicefait)を 意味 し,送 り状の受取が決済時点を示す。この後に
支払命令者が支払命令(mandatement)を 出し歳出が行われる。なお正式の支払いの執行は会計
官が行 う。
それに対 して後者の会計的契約義務 は,必 要な備品を注文 した時点ですでに認識 され る。こ
の義務は,一 般的には支出に必要な予算を歳出 として計上することを意味 し,支 払命令者がそ
の経費の必要性を認識 した時点ですでに確定する。なお支払命令者の会計的契約義務 は,歳 出
についてのみ生 じるのであって歳入には生 じない。注文 ・納品 ・送 り状受取 ・支払 とい う役務
の流れで考 えた時,発 生主義会計の思想 を導入 したM14で は納品の時点で役務が完了した とし
⑳
て即座 に歳出を認識する。 ところが半発生主義的な権利義務確定原則では,そ の次の段階であ
る送 り状の受取 を決済の時点 とみて歳出を認識するのである。
次に具体的な例に沿 って記帳がどのように行われるかを見ていく。 まず見越 について検討す
⑳
る。歳出の見越 について次のような例があった とする。それは,自 治体が弁護士か らコンサル
タントを受けているが,年 度末の12月31日 までにその請求書が届かなかったため連絡を とった
ところ,見 積 りとして12,000フ ランという回答を得たとしよう。 この際に12月31日 の 日付 とし
て行 う仕訳は次のようになる。
(借)6226コ ンサルタント料12,000(貸)406未到差分請求書12,000
支払命令者は,行 政勘定の借方に 「6226コンサルタン ト料」 として歳出12,000フ ランを計上
する。 それに対 して会計官は,管 理勘定の貸方に対人勘定 として 「406未到着請求書」12,000フ
ランを計上する。なお この仕訳は,支 払命令者の支払命令を表 している。
この後翌年の2月12日 に次のような請求書 を受け取 った とする。①請求金額は12,000フ ランで
あった。②請求金額 は10,000フ ランであった。③請求金額 は15,000フ ランであった。それぞれ
の場合についての2月12日 の仕訳は次のようになる。
①(借)408未 到着分請求書12,000(貸)4011購入先当期分12,000
(2助E.Lande,Comptabilit6de1'Etat,cB.Colasse,Eη6y610ρ64詑4θ60駕 μ αδ∫〃 彪,
60η 銘δ1θ4θ86s彦ionetaudit,Economica2000,p.196.
(23)P.Laurent,J-P.ParaboschietG。Puyo,op.6ガ'.,p.114.
(24)Ibis,p.117.
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②(借)408未 到春分請求書10,000(貸)4011購入先当期分10,000
(借)408未 到差分請求書2,000(貸)772前 期分歳入2,000
③(借)408未 到差分請求書15,000(貸)4011購入先 当期分15,000
(借)672前 期分歳出3,000(貸)408未 到差分請求書3,000
①の ように請求書 の金額が見積 りと同額である場合には,会 計官の管理勘定において「408未
到差分請求書」12,000フ ランを借方に振替 えて相殺 し,対 人勘定の 「4011購入先当期分」 とし
て貸方に同額 を計上する。なおこの仕訳 は会計官 の支払いを表 している。② のように請求書の
金額が見積 りより少なかった場合 には次のようになる。まず会計官の管理勘定において「408未
到差分請求書」を10,000フ ランだけ借方 に振替え,対 人勘定の 「4011購入先当期分」 として同
額 を貸方に計上する。 この最初の仕訳は会計官の支払 いを示 している。さらに会計官の管理勘
定 において 「408未到差分請求書」2,000フ ランを借方に振替 えこの科 目を完全 に相殺 し,支 払
命令者の行政勘定において 「772前期分歳入」2,000フ ランを計上する。この二番目の仕訳 は,
支払命令者が収入証書 を発行 した ことを示 している。③のように請求書の金額が見積 りより多
かった場合 には次の仕訳を行 う。まず会計官の管理勘定 において借方 に 「408未到着請求書」
15,000フ ランを計上 し,貸 方に 「4011購入先当期分」 として同額 を計上す る。この最初の仕訳
は,会 計官の支払いを表 している。 さらに支払命令者が行政勘定の借方に 「672前期分歳出」と
して3,000フ ランを計上するとともに,会 計官は管理勘定の貸方に 「408未到差分請求書」 とし
て同額を計上する。 この二番目の仕訳は,支 払命令者の支払命令 を表すのである。
歳入の見越の例として,年 度末の12月31日 になっても葬祭業者から当期の使用料50,000フ ラ
ンが自治体 の口座に振 り込 まれず,2月1日 になってようや く振 り込まれた という場合を考 えて
みる。12月31日 付けの仕訳 は次のようになる。
(借)4181未 収使用料50,000(貸)7032会 場使用料50,000
支払命令者 は,行 政勘定の貸方に歳入 として 「7032会場使用料」50,000フ ランを計上する。
一方会計官 は,管 理勘定の借方に 「4181未収使用料」50,000フ ランを計上する。この仕訳 は,
支払命令者の収入証書の発行 を示 している。次に2月1日 付けの仕訳を示す。
(借)4111使 用者当期分50,000(貸)4181未収使用料50,000
会計官は,管 理勘定の借方に対人勘定の 「4111使用者当期分」 として50,000フ ランを計上す
るとともに,「4181未 収使用料」を貸方に振替え相殺する。この仕訳 は会計官の収入 を示してい
る。
次に繰延 について具体的な会計処理 を検討する。まず歳 出の繰延 として次の例 を考えてみ
㈱
た。それは,1年 分 の保険料を8月1日 に24,000フ ランまとめて受け取 った場合 についてであ
る。まず8月1日 の仕訳は次のようになる。
(借)616保 険料24,000(貸)515国 庫24,000
(25)Zわ か4,p.118.
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支払命令者は,行 政勘定の借方に 「616保険料」として24,000フ ランを計上する。一方会計官
は,管 理勘定の貸方に 「515国庫」として同額を計上する。なおこの仕訳は支払命令者の支払命
令 を表 している。次に年度末12月31日 の仕訳は次のようになる。
(借)487前 払支出14,000(貸)616保 険料14,000
会計官 は,管 理勘定の借方に保険料の7ヶ 月分として 「487前払支出」14,000フ ランを計上す
る。それに対 して支払命令者は,次 期の分 として 「616保険料」同額 を行政勘定の貸方に振替え
当期分から除外する。なおこの仕訳 は支払命令者が支払命令 を破棄 したことを示 している。次
に翌年度の開始 日である1月1日 付 けで再振替 を行 う。
(借)616保 険料14,000(貸)487前 払支出14,000
再振替 により会計官の管理勘定の 「487前払支出」は相殺 され,支 払命令者の行政勘定の借方
に新年度の歳出として 「616保険料」14,000フ ランが計上 される。 この仕訳は支払命令者が新た
に支払命令 を行ったことを示している。
歳入の繰延の例 として,地 方自治体がその付属団体に対 してテナン トを貸 している場合 を考
⑳
えてみた。この付属団体は,自 治体 に対 して11月1日 に三ヶ月分のテナント料15,000フ ランを
支払ったとする。11月1日 における仕訳は次のようになる。
(借)515国 庫15,000(貸)7083テ ナン ト収入15,000
会計官 は,管理勘定の借方に 「515国庫」 として15,000フ ランを計上する。一方支払命令者は,
行政勘定の貸方に 「7083テナン ト収入」 として同額を計上する。 この仕訳 は支払命令者が収入
証書を発行 したことを示 している。年度末の12月31日 には次の仕訳が行われる。
(借)7083テ ナン ト収入5.000(貸)487前受収入5,000
支払命令者は,行 政勘定の借方に次期に配当すべ き「7083テナント収入」一 ヶ月分5,000フ ラ
ンを振替 える。それに対 して会計官 は,管 理勘定の貸方に 「487前受収入」として同額を計上す
る。 この仕訳は支払命令者 による収入証書の減額修正 を表す。次に翌年度の開始 日である1月
1日 付 けで再振替 を行 う。
(借)487前 受収入5,000(貸)7083テ ナント収入5,000
再振替 により会計官の管理勘定の 「487前受収入」は相殺され,支 払命令者の行政勘定の貸方
に歳入 として繰越 された 「7083テナン ト料」が計上 される。 この仕訳は支払命令者が新たに収
入証書 を発行 したことを示 している。以上見たように歳出歳入の見越 と繰延に関する処理 は,
フランスの地方 自治体会計 に特有な支払命令者 と会計官の勘定の並置によりかな り複雑になっ
ている。未払費用 ・未収収益 ・前払費用 ・前受収益 という経過勘定の処理は,支 払命令者が行
うのではなく会計官のみが行 うことになる。経過勘定の整理は実際の現場では支払命令者がま
ず行わなければならないことを考 えると,支 払命令者 と会計官の職能分離自体が大きな障害を
形成することは否めない。双方の緊密な情報交換のみな らず将来における会計システムの一体
(2〔ゆZ∂ ガ4,p.119.
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化 が必要不 可欠 であ る と推察 され る。
4.繰 延資 産
フランスの地 方 自治体会計 で は,す で にM12が 幾 つか の支 出 を数年 間 に繰延 べ る可能性 につ
いて示唆 して いた。M14は これ を再確認 したに過 ぎない。この ような繰延 資産(chargeLrepay
tir)と して次 の5つ が挙 げられて いる。
① 繰延 費用(chargediff6r6e)
② 資産 取得費(fraisd'acquisitiondesimmobilisations)
③ 第三 者 に対 す る設備助 成金(subventionpour6quipement・detiers)
① 地 方債発行 費(fraisd'emissiondesemprunts)
② 繰延 配賦費 用(chargea6taler)
繰延 費用 とは,具 体 的 には施 設内 の道 路 の整備費 用,施 設建設 用整備地 の清掃 費,運 河通行
⑳
料,下 請 け業 者 な どが利 用す る設備 の整 備費用 な どが挙 げ られ,5年 以 内の繰延 べが認 め られ
て いる。資産取 得費 とは資産 の取 得原価 を構成 しない とみな され る費 用 を指 し,他 人 に委託 し
⑳ ⑫9)
た施 設 や設備 の運搬 ・設 置 ・組立 費 または顧問料 ・譲渡 税 ・証書 料金 な どが含 まれ,5年 以 内
の繰 延 べが認 め られ てい る。第三 者 に対 す る設備助成金 について も,5年 以 内の繰延 べ が認 め
られ てい るが,一 定の 目的 に対 す る協 力費(fondsdeconcours)の 場 合 に限 って は10年 か ら15
年 の繰延 べが認 め られ てい る。
フラ ンス の特 に大規模 な 自治体 において は,複 数 の自治体 に よる開発 ・整備協 力や共 同資金
調達 お よび公共 サー ビスの アウ ト ・ソーシ ングな どで,助 成金 の項 目が膨 張す る傾 向が あ る。
(30
そのた め助 成金 の繰延期 間や繰延 方法 について再 考 の余 地が 出て きてい る。例 えば 自治体単独
の助 成金 について は従来通 りで も良 いが,助 成金の共 同調達 に より取得 した資産 につ いては,
た とえあ る自治 体の資産 として全 て計上 されていて も,資 産 の耐 用年数 の間で長期 に繰延 べ る
のが望 ましい とい う指摘 が ある。 また資産 の助成 を してい る自治体 が最終 的 にそれ を自分 の所
有 にで きるのであれ ば,そ の資産 を借方 に計上 し会計上 の助成金 の期間配 分 を行 う形 式 にす る
のが適切 で あ る という示 唆 もあ る。
と ころで予算 法上 で は,1992年2月6日 の法律 で,人 口3,500人 以 上 の市 ・町 ・村,公 的機
関,お よび県 が,議 会 に よる計 画 の承 認(APlautorisationdeprogramme)と予算額 の計上
(CP:creditdepaiement)があれ ば,複 数年度 に渡 る歳 出 を行 う ことが で き るよ うになった。
ここで複 数年度 に渡 る歳 出 とは投 資的支 出 に限 られ てお り,第 三者 に対 す る設備助成 金 の中で
はその対 象が投 資助成金 に限 られ る。 そのた めそれ以外 の助成金 につ いて は実質 的に この法律
の恩 恵 を受 け るこ とはで きず,複 数 年度 に渡 る繰 延べ も不可能 にな った。
(27}M6mentopratiqueFrancisLefebvre-comptable2000,EditionsFrancisLefebvre
1999,2307-1.
(28)11う'4,1524-2.
(29)11∂ゴ6!,1525.
(30)P.Laurent,」 一F.ParaboschietG.Puyo,op.6".,pp.127-128.
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地方債発行費についてもその償還期間以内で繰延べが認められている。繰延配賦費用 とは次
のような ものを指す。施設や設備の大修繕 を行 ったが,設 定 された引当金額が不十分で借入金
に頼 らなければならなった とする。その場合の借入金については5年 間の繰延べが認められて
いるのである。繰延配賦費用は,資 産の価値や耐用年数を向上 させ る大修繕の場合にのみ認め
億D
られ る。最後に具体的な記帳方法 について第三者に対する設備助成金 を例にとって見てみよう。
ある地方自治体の付属機関が事務用設備の整備を行 うのに対 して,そ の費用を補填するために
自治体 自身が900,000フ ランの設備助成金を交付 した とする。 この仕訳は次の通 りである。
(借)6572公 的機関に対する設備助成金900,000(貸)515国庫900,000
支払命令者は,行 政勘定の運営部門の借方に 「6572公的機関 に対す る設備助成金」 として
900,000フ ランを計上する。 それに対 して会計官 は行政勘定の貸方に 「515国庫」 として同額を
計上する。なおこの仕訳は支払命令者の支払命令 を表している。さらに年度末にこの助成金を
設備の耐用年数に対応 させるために5年 間に渡って繰延償却 を行 うと議会が議決 したとすると,
仕訳 は次のようになる。
(借)4815第 三者への設備助成金900,000(貸)791運営部門か らの振替900,000
(借)6812繰 延資産の償却180,000(貸)4815第三者への設備助成金180,000
貸方の 「791運営部門か らの振替」とは,支 払命令者が行政勘定において運営部門の借方に行
った 「6572公的機関に対する設備助成金」の貸方計上を行い,こ の科目の実質的な相殺を図っ
たことを意味する。一方会計官の行政勘定の借方に「4815第三者への設備助成金」として900,000
フランが計上 される。次に支払命令者 は,行 政勘定の運営部門において助成金の今年度の配当
分に当た る180,000フ ランを 「6812繰延資産の償却」として借方に計上する。一方会計官は管理
勘定の貸方に 「4815第三者への設備助成金」 として同額 を計上する。 こうして設備助成金 は,
当初歳出として計上 された金額900,000フ ランか ら,当 期該当分である償却額180,000フ ランに
減額 されるのである。また会計官の管理勘定の借方に計上 された「4815第三者への設備助成金」
は,こ のような形で償却期限までに順次減額 されてい く。逆に地方自治体が,助 成金を受取る
(詑)
側 に立った場合には,上 とまった く同様な例で考えると次のような仕訳がされ る。
(借)515国 庫900,000(貸)131振 替可能な設備補助金900,000
(借)139運 営部門に振替可能な設備助成金180,000
(貸)777運 営部門に振替可能な設備助成金の配当額180,000
助成金 を受け取 った時の仕訳が一番目に当たる。支払命令者 は,行 政勘定の貸方に「131振替
可能な設備助成金」900,000フ ランを計上する。 それ と同時に会計官が管理勘定の貸方に 「515
国庫」 として同額 を計上する。二番目の仕訳は年度末 に議会の議決を受けて,助 成金の5年 間
の繰延べが決 まった時である。支払命令者 は,行 政勘定における投資部門の借方に「139運営部
門に振替可能な設備助成金」として180,000フ ランを計上 し,運 営部門の貸方に歳入 として「777
(31)1ろid,pp.126-127.
(32)J.Bourdin,op.6髭.,p.79.
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運営部門に振替可能 な設備助成金の配当額」を同額計上する。行政勘定の投資部門にある「139
運営部門に振替可能 な設備助成金」はこのような形で繰延べの期限まで順次減額 されていく。
この助成金により取得された事務設備に耐用年数5年残存価格oで 減価償却を行うとする。な
お事務用設備の取得原価が1,800,000フ ランでその半額の設備助成 を受けていたとする。減価償
却の仕訳は次の ようになる。
(借)28173減 価償却費360,000(貸)6811減価償却引当金360,000'
運営部門の歳出に計上 され る減価償却費 は360,000フ ランとなるが,同 じ部門の歳入に助成金
の配当額 として180,000フ ランが計上 され るため,減 価償却 に伴 う運営部門の実質的な歳出は
180,000フ ランに減額 されることになる。補助金 を対象資産の償却期間に配分する会計処理は,
御)プ
ラン ・コンタブルが規定するフランスの企業会計についても同様 であ り,取 引の相殺禁止の
原則 に対応 した もの と言 える。 日本では企業会計 については圧縮記帳が採用され実質的な減価
償却額は上 と同額になるが,取 引の相殺禁止の原則か らは問題 を残す ことになる。
5.会 計指令M14の 果たした役割
M14に よる減価償却の導入 は,上 に述べたような批判や問題点 を抱えなが らも,次 のような
(3の
二点か ら高 く評価されている。第一 に地方自治体の予算均衡 の基準 を変化 させた点である。減
価償却の導入により従来の予算均衡の基準がいかに脆弱なものであったかをはっきりさせた。
つまり自治体が保有資産にかかるコス トを意図的に曖昧にして,実 際の自己金融能力を過大評
価 した り,投 資額を過少に見積 もっている傾向を白昼の光の もとに曝 したからである。第二の
点は減価償却や引当金の導入が,保 有資産の状況やその管理 に地方自治体の目を向 けさせたと
いう点である。それは,予 算の年次性の原則 という枠組みを越えた思考を自治体に与 えること
になった。 この点について前 もって試験的にM14を 導入 した地方自治体 の実体験か ら明 らかに
なった ことが二つある。一つは償却資産の原価を明らかにし,そ れを考慮の上で公共投資を決
定す ることを可能にした ことである。 もう一つは資産に関する情報の収集を可能にし,地 方自
治体の保有する各資産 を資産全体 の中で把握する視点をもたらしたことである。
引当金の導入は,地 方自治体の財政管理の道具 として用いることで,過 去の意思決定のつけ
を将来の納税者に負わせないようにした。つまり自治体の第三者取引に内在するリスクを予想
㈱
し,そ の リスクを消滅 させる効果が期待 されるのである。 また歳出歳入 の見越 と繰延および繰
延資産の導入 は,地 方自治体の会計における歳出 と歳入の認識 について発想の転換を迫 ること
となった。特 に歳出における半発生主義的な認識時点を発生主義による認識時点へ と一歩進め
た ことは高 く評価されなければな らない。従来は特に歳出において両者の認識時点の相違 を利
用 して外見的な決算均衡 を保持するために,「机の引出しに隠 した請求書」と形容 される意図的
(33)可 児 島 俊 雄 ・加 藤 達 彦 稿 「圧 縮 記 帳 の簿 記 会 計 処 理 一 日仏 会 計 制 度 の 比 較 検 討 か ら 一 」 税 経 通
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な決済の遅延が頻繁に行われた。新しい会計処理方法の導入は,歳 出や歳入の認識時点 を役務
完了の時点に合わせ ることにより上のような会計的操作を不可能にした。これは,引 当金の導
入 とともに リスクの先送 りを阻止する効果があ り,自 治体財政の透明化 に大 きな貢献が期待さ
れている。
すでに減価償却や引当金の導入に関する批判 で述べたように,こ のような会計処理の導入は,
フランスの従来の考えにおける地方自治体の自己金融を減 らし,増 税圧力を形成する恐れがあ
る。しか し減価償却や引当金の計上が実質的な支出を伴わない歳出であ り,自 治体 に留保 され
る性格の ものであることを考えると,こ れらの歳出は自治体の自己金融 を構成するものとみな
すことも可能である。M14は まさにこの考 え方を採用 し,自 己金融 とは投資部門の減価償却引
当金 と引当金計上額および運営部門か らの補填的振替額から構成されるとした。 このような考
え方は,ま だ十分に地方自治体に受け入れられているとは言えないが,自 治体の実質的な財政
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能力の評価や財政状況の把握に重要な貢献 をするはずである。
IVむ すびにかえて
最後に非常 に簡単であるが,日 本の地方自治体会計制度の整備に向けて次の点を指摘 してお
く。日本の公会計制度のように,な お現金主義的会計の要素 を強 く残 した会計制度をいきなり
発生主義会計 に変革することは不可能であろう。現実には先進国の中で も,現 金主義的な公会
計制度を依然 として維持 している国 も,発 生主義会計へ とほぼ完全な脱皮を遂げてしまった国
も稀であ り,多 くは両者の折衷 をめざしている。 フランスでも予算制度 において,現 金主義あ
るいは半発生主義会計的な要素がなお強 く残されている。そのため予算 とは別 に,発 生主義的
な要素を取 り入れて改善を加 えた会計書類 を作成するという二本立ての会計制度の整備が推進
された。後者の指針 となったものが,言 うまで もな くM14に ほかならない。
フランスの地方自治体の会計制度は,日 本のそれと比較 して も制度的な制約がはるかに厳 し
いと言える。それは,支 払命令者 と会計官の職能分離や国庫勘定による中央の地方財政 に対す
る束縛などに顕著に現われている。 このような制約が,例 えば歳出歳入の見越 と繰延の導入に
伴 う会計処理方法を非常に複雑に しているのは上に見た通 りである。 その点 日本の地方自治体
の会計は,フ ランスよりはるかに制度的な制約が少なく,現 金主義会計 と発生主義会計の折衷
型 を受け入れる基盤 は整っているとみてよい。 フランスで行われた制度改革 は,世 界における
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公会計制度の将来の道標 として自画自賛する意見 もあるが,こ の程度の改革 は日本でも十分可
能であると考えてもよいであろう。
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